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建築物のユニバーサルデザイン化に係る制度について 

 

・提言書本文に出てくる、国、東京都、日野市の制度の制定・施行状況は、以下のとおりです。 

・国及び都の制度については、次ページ以降で、簡単に説明しています。 

 

昭和63年 福祉環境整備要綱制定

平成6年 ハートビル法制定

平成7年 福祉のまちづくり条例

（自主条例）制定

平成12年 （交通バリアフリー法制定）

平成14年 ハートビル法改正
（自治体で内容強化が可能に） 平成15年 ハートビル条例制定

平成18年 バリアフリー新法施行 平成18年 建築物バリアフリー条例

（委任条例）施行

※現在、日野市では、国の法律、東京都の条例、日野市の要綱に基づき、審査が行われています。

東京都国 日野市
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■国の法律 

   高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 の概要 
 （バリアフリー新法）                   平成 18年 12月施行

交通 
バリアフリー法
(旧法) 
<平成12年施行> 

ハートビル法
(旧法) 
<平成 6年施行、

平成15年改正>

●旧法からの統合 ●旧法からの統合

新法で対象を追加

ハートビル法(旧法)の平成 15 年改正

■平成6年制定時：デパートやホテルなど「不特定多数の人が利用する」建築物を特定建築物とし、

建築主は、高齢者や身体障害者などが、円滑に利用できるような措置を講ずることが「努力義務」

となりました。 

■平成 14 年改正（施行は平成 15 年）：「不特定多数でなくとも、多数の人が利用する」学校などに

も特定建築物の範囲を拡げました。併せて、特別特定建築物の建築等について、利用円滑化基準に

適合することを「義務付け」ました 
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 建築物に係る部分の概要   

バリアフリー新法で定める対象建築物

●特定建築物

・学校、病院、劇場､百貨店､ホテル､事務所

など 「多数の者が利用する建築物」

●特定建築物

・学校、病院、劇場､百貨店､ホテル､事務所

など 「多数の者が利用する建築物」

●特別特定建築物

・上記１）の特定建築物のうち、

「不特定かつ多数の者が利用し、

又は主として高齢者、障害者等が

利用するもの」

●特別特定建築物

・上記１）の特定建築物のうち、

「不特定かつ多数の者が利用し、

又は主として高齢者、障害者等が

利用するもの」

特定建築物

特別特定建築物

■対象とする施設：以下の２種類を定めています

 

■学校

■卸売市場又は

百貨店、マーケットその他の
物品販売業を営む店舗

■事務所

■老人ホーム、保育所、福祉ホーム

その他これらに類するもの

■共同住宅、寄宿舎又は下宿 ※基本的に居住者が利用するもの

■工場 ※特定多数が利用するもの

特別特定建築物
（不特定かつ多数の者が利用、又は主として高齢者、障害者等が利用するもの）

特別特定建築物
（不特定かつ多数の者が利用、又は主として高齢者、障害者等が利用するもの）

・百貨店、マーケットその他の

物品販売業を営む店舗

※卸売市場は特定多数

・保健所、税務署その他不特定

かつ多数の者が利用する官公署

※一般事務所は特定多数

不特定多数の者が利用するもの不特定多数の者が利用するもの

・特別支援学校（聾学校・盲学校）

・老人ホーム、福祉ホームその他

これらに類するもの

※保育所は特定多数

主として高齢者、障害者等が

利用するもの

主として高齢者、障害者等が

利用するもの

特定建築物（多数の者が利用するもの特定建築物（多数の者が利用するもの

 

下記の義務対象施設を建築する際は、整備基準に適合するように整備する必要があります。 
整備基準への適合は、建築確認で確認されます。 
 

バリアフリー新法で定める対象建築物

特定建築物

特別特定建築物

新築、2000㎡以上

義 務

努力義務

■２種類のうち、
法律でバリアフリー化を「義務」づけているのは？

⇒ 「特別特定建築物」のうち、
さらに、 ２０００㎡以上のものです。

⇒ 「特別特定建築物」のうち、
さらに、 ２０００㎡以上のものです。

 

バリアフリー新法で定める整備基準

『建築物移動円滑化基準』の例

（廊下等）

一 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること

二 階段又は傾斜路の上端に近接する廊下の部分には、
警告ブロックを敷設すること

⇒国が定める『建築物移動等円滑化基準』です。

これに適合するように整備しなくてはなりません。

⇒国が定める『建築物移動等円滑化基準』です。

これに適合するように整備しなくてはなりません。

■義務づけているバリアフリー化の内容は
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なお、地方公共団体が条例を定めて、特別特定建築物の種類や規模を拡大したり、整備基準付

加することができます。 

東京とは既に、委任条例「建築物バリアフリー条例」を定めて、特別特定建築物の種類や規模

を拡大と整備基準の付加を行っています。 

施設の範囲については、提言書本文をご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・東京都は、既に、「建築物バリアフリー条例」を定めて、

■対象建築物の範囲の拡大

■整備基準の追加（強化）

を行っています。

・東京都は、既に、「建築物バリアフリー条例」を定めて、

■対象建築物の範囲の拡大

■整備基準の追加（強化）

を行っています。

・整備を誘導する手法は、国の法律どおり、

『建築確認』です。

・整備を誘導する手法は、国の法律どおり、

『建築確認』です。

■東京都の対応は？ ⇒既に委任条例を制定！
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■自主条例と委任条例について 

■高齢者､障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法）に基づく『委任条例』 

■日野市が独自に定める『自主条例』 

【委任条例】東京都では、世田谷区のみ制定 
・バリアフリー新法に基づく条例です。「地方自治体がその内容を条例で定めることにより、対象を

拡大したり、基準を強化（付加）することができる」とされているものです。 
・遵守を担保する手法は「建築確認」です。確認なしでは建築できないため、強制力があります。 
・建築確認は、市の建築指導課や民間検査機関が行っています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

※ 

 

 

特別特定建築物：不特定かつ多数の者が使い､又は主として高齢者、障害者等が利用する特定施設 
（政令で定めています） 

 
【自主条例】都内では調布市、狛江市、府中市、町田市、小平市、世田谷区で制定 
・日野市で自主的に定める条例です。 
・遵守を誘導する手法としては、事前協議、届出、指導・助言、勧告などが考えられます。 
・現在日野市では、「日野市福祉環境整備要綱」「日野市福祉のまちづくり整備基準」を定めており、適合

を担保する手法は「届出、指導･助言」です。 
・建築確認ほどの強制力はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■日野市 ユニバーサルデザイン推進条例 

対象：特別特定建築物の範囲・規模をさらに拡げるか？ 

 基準：基準をさらに強化するか？ 

■東京都建築物バリアフリー条例（委任条例） 
（高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例） 

 対象：特別特定建築物を追加､一部規模を2000㎡以下に引き下げ 
 基準：建築物移動等円滑化基準に付加 

■バリアフリー新法（法令条例） 

 対象：特別特定建築物※で、2000㎡以上のもの 
 基準：建築物移動等円滑化基準 

対象の拡大 

基準の強化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■日野市 ユニバーサルデザイン推進条例（自主条例） 

 対象： 

 基準： 

 手法： 

 ■東京都福祉のまちづくり条例（自主条例） 

 対象：特定施設（公共的施設のうち、規則で種類・規模を定める） 

 基準：都の整備基準 

 手法：届出、指導･助言、勧告 

 ■バリアフリー新法（法令基準） 

 対象：特定建築物 
 基準：建築物移動等円滑化基準 
 手法：指導・助言 

対象の拡大 

基準の強化 
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■概 要 

・東京都が定めた委任条例です。 

・整備を担保する手法は建築確認です。 

・具体的には、主に以下の事項について定めています。 

 

●対象規模の拡大 

・法に定める病院、ホテル等に加え、共同住宅等も対象としています。 

●対象規模の引き下げ 

・法に定める規模より、小さな建築物も対象としています。 

・施設の範囲の詳細については、提言書本文をご覧下さい。 

●整備基準の強化 

・より使いやすくするために、出入口・廊下等の幅の強化や子育て支援施設の整備等を

追加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■東京都の委任条例 

  高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例 の概要 
   （建築物バリアフリー条例）    平成 18年改正施行
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■概 要 

・以下の一般都市施設と特定施設に対し、整備基準への適合を求めています。 

・適合を求める強さと手続きは、次ページのとおりです。 

 

 

■東京都の自主条例 

   東京都福祉のまちづくり条例 の概要 
                        平成 7年制定、平成8年全面施行
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■施設の種類別に適合を求める強さと、手続き 

 
 

・なお、東京都は現在、東京都福祉のまちづくり条例を平成 21年 4月改正施行に向けて見直し中
です。この見直しでは、東京都の対象施設の範囲が大きく変わる可能性も視野に入れながら検

討が進められています。 

 

■条例で同等以上の内容を定めた場合の、東京都福祉のまちづくりの適用除外について 

・下記の条文に基づき、区市町村が条例で、都の条例の同等以上の措置を定めた場合は、東京都

福祉のまちづくり条例が適用除外となり、区市町村の手続きに一本化できます。 

 東京都福祉のまちづくり条例 第 26条 

  一般都市施設の整備について、その存する区市町村の条例により、整備基準に適合さ

せるための措置と同等以上に高齢者、障害者当が円滑に利用できる措置を講ずる事にな

るように定めている場合は、第12条（一般都市施設の整備基準への適合義務）、第13

条（整備適合証の交付）、及び４章の規定（特性施設の整備）は、適用しない 

 


